
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－1－4 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

1,081,000 1,081,000 223,000 0 1,304,000

96,207,000 57,226,000 22,332,761 175,765,761 1,285,000 0 177,050,761

139,321,007 102,326,444 46,298,820 287,946,271 0 0 287,946,271

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,405,000 2,405,000 2,405,000 7,215,000 2,571,000 0 9,786,000

3,315,000 2,506,000 2,886,000 8,707,000 2,571,000 0 11,278,000

4,420,254 3,316,905 2,337,400 10,074,559 0 0 10,074,559

34,380,000 32,362,000 32,362,000 99,104,000 39,513,000 39,513,000 116,437,000 39,513,000 39,513,000 39,513,000 39,513,000 158,052,000 373,593,000

37,371,000 42,561,000 41,626,000 121,558,000 37,411,000 0 158,969,000

30,749,151 34,472,225 29,038,556 94,259,932 0 0 94,259,932

37,866,000 34,767,000 34,767,000 107,400,000 39,513,000 39,513,000 119,231,000 39,513,000 39,513,000 39,513,000 39,513,000 158,052,000 384,683,000

136,893,000 102,293,000 66,844,761 306,030,761 0 0 41,267,000 0 0 0 0 0 347,297,761

174,490,412 140,115,574 77,674,776 392,280,762 0 0 0 0 0 0 0 0 392,280,762
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実　績　額 0

事 業 費 合 計 計　画　額 40,205,000

予算計上額 41,267,000

予算計上額 37,411,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 37,411,000

そ の 他 計　画　額 2,571,000

予算計上額 2,571,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 223,000

予算計上額 1,285,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

感染症対策として、昭和23年に予防接種法が、昭和26年には結核予防法が施行されたが、平成19年には廃止となり感染症法に統合され、接種年齢の見直しが行われた。感染症の流行状況や予防接種を巡る医学的・社会的状況などの変化を踏まえながら幾度かの法
改正が行われ、現在の（令和3年度時点）での対象、接種種類となっている。
近年では、平成31年４月より風しんの追加的対策として、昭和37年4月2日から昭和54年4月1日生まれの男性を対象に、風疹の抗体検査を行い、抗体価の低い方を風しん第5期の定期接種対象として、MRワクチンを平成31年度から3年間無料で実施してきたが、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、抗体検査率が低く、国は令和4年度～令和6年度までの期間を延長とした。
令和2年10月よりロタウイルスワクチンが定期接種化となった。
令和３年度は、平成25年より積極的勧奨を差控えとなっていた子宮頸がん予防ワクチンの情報提供が再開、令和4年度には、積極的勧奨の再開と差控えの時期に接種機会を逃した者に対してキャッチアップ対象として、接種対象者の拡大が図られている。
令和２年12月から、予防接種法（昭和23 年法律第68 号）第29 条の規定により第一号法定受託事務とされている新型コロナワクチンに係る特例的な臨時接種として、新型コロナウイルスワクチンの接種について、予防接種法附則第７条の特例規定に基づき実施
することとなり、同法第６条第１項の予防接種とみなして同法の各規定（同法第26 条及び第27 条を除く。）が適用され、国庫補助にて接種を希望する対象者に無料で接種をすることとなり、令和3年度より集団接種を基本としながら、接種体制を整えてきた。
令和４年度に入っても感染者数の減少が見られず、新たなウイルス株に対応するワクチンが開発され、引き続き、集団接種を基本としながら、接種事業を行ってきた。
令和6年度より、4種混合にかわり5種混合が導入となった。新型コロナウイルスワクチンでは、令和6年秋接種から定期接種となり、対象はインフルエンザに準じることとなった。任意接種として、中学生以下の助成につて拡大した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

伝染の恐れのある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進を図る。

ロタ、ＢＣＧ、４種混合・２種混合・ＭＲ・ヒブ・小児用肺炎球菌・B型肝炎・水痘・日本脳炎・子宮頸がん予防ワクチンは、個別接種として医師会
を通じて市内医療機関へ委託して実施、いずれも接種料金は無料。インフルエンザ・肺炎球菌についても、個別接種として医師会を通じて市内医療
機関へ委託して実施。自己負担額は、インフルエンザ1,000円、肺炎球菌は2,000円とする。平成27年度より、中学生以下のインフルエンザワクチン
の助成を開始し、自己負担額を１人1,000円とした。風しん第５期については、集合契約に参加し全国の医療機関などで実施できる体制とする。実施
にあたっては、ワクチンの有効利用を促進するために、まずは抗体検査を無料で実施し、抗体価の低い方にMRワクチンを無料で接種する。令和2年度
のインフルエンザについては、新型コロナウイルスとの同時流行に備え、定期接種対象者の自己負担額を無料とするとともに、市外で接種した場合
は償還払で対応することとした。令和3年度より、新型コロナウイルスワクチンの接種について、国庫補助にて対象者に無料で接種する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

【定期予防接種の対象】
ロタ：１価は生後6週～24週までに2回、５価は生後6週～32週までに3回、BCG：12ヵ月までに1回、
４種混合（ジフテリア・破傷風・百日咳・ポリオ）：生後3ヵ月～90ヵ月までに4回、令和6年度より5種混合（ジフテリア・破傷風・百日関・ポリ
オ・ヒブ）開始
２種混合（ジフテリア・破傷風）：11歳～13歳までに1回、ヒブ：生後2か月～5歳までに4回、
小児用肺炎球菌：生後2か月～5歳までに4回、B型肝炎：生後2か月～1歳までに3回、
水痘：生後1歳～3歳までに2回、日本脳炎（標準）：3歳2回、4歳1回、9歳1回、
子宮頸がん予防ワクチン：小学６年生～高校１年生で３回、
インフルエンザ：65歳以上の者及び60～65歳未満で内部障害1級相当の者に年1回、令和6年度秋より新型コロナウイルスワクチン定期接種開始
高齢者肺炎球菌：65歳以上の者及び60～65歳未満で内部障害1級相当の者で、これまで一度も接種したことがない者に1回、
ＭＲ（麻しん・風しん）第1期：1歳1回、第2期：小学校就学前1回、第5期：平成31年度（令和元年度）～令和3年度に風しんの追加的対策として、昭
和37年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性を対象に抗体検査を実施し、抗体価が低い者に1回接種。令和4年度～令和６年度期間延長。
【任意予防接種の助成対象】
中学生以下の子どものインフルエンザ：生後6ヵ月～12歳までは2回、13歳～中学3年生までは1回。
【臨時接種】新型コロナウイスワクチン接種：１，２回目（初回接種）満12歳以上の市民、3回目は初回接種から5か月を経過した満12歳以上の市
民、小児（満５歳～11歳）は、小児用ワクチンを2回接種する。

伝染の恐れのある疾病の発生及びまん延を防止する。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 予防接種事業 昭和23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター保健予防係
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実績との比較
（増減理由）

増加
新型コロナウイル
スワクチン接種事
業に関する事業費
の増加

増加
新型コロナウイル
スワクチン接種事
業に関する事業費
の増加

増加：新型コロ
ナウイルスワク
チン接種事業に
関する事業費の
増加

前年度予算と
の比較

（増減理由）

増加
需用費の増加
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種事業に伴う国
庫補助金・支出
の増加

増加
需用費の増加
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種事業に伴う国
庫補助金の増加

増加
需用費の増加
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種事業に伴う国
庫補助金の増加

減額
需用費の増加
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種事業等に伴う
国庫補助金の減

事業費予算の
内容

委託料
需用費
役務費
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種関連経費

委託料
需用費
役務費
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種関連経費

委託料
需用費
役務費
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種関連経費

委託料
需用費
役務費
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種関連経費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 7 7 7 7 7 7 7 7 7

実績値 7 7 7

計画値

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

実績値

小児の定期予防接種
率　94.4％【BCG
96.4、四種混合
94.0、二種混合
75.2、MR1期
122.6、MR2期　98.9
ヒブ　88.1、小児肺
炎球菌88.1、日本脳
炎　76.3、B型肝炎
88.1
ロタ　97.3水痘
116.1】
高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
47.6
高齢者肺炎球菌
20.5
中学生以下ｲﾝﾌﾙ
40.0
HPV定期　5.2％

小児の定期予防接種
率　94.4％【BCG
98.9、四種混合
98.8、二種混合
67.6、MR1期
94.8、MR2期　95.1
ヒブ　100.0、小児
肺炎球菌100.0、日
本脳炎　88.1、B型
肝炎　98.8
ロタ　101.3水痘
94.8】
高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
51.1
高齢者肺炎球菌
23.4
中学生以下ｲﾝﾌﾙ
43.8
HPV定期　8.7％、
HPVキャッチアップ
6.4％

小児の定期予防接種
率　95.7％【BCG
98.3、四種混合
114.3、二種混合
74.7、MR1期
90.5、MR2期　92.4
ヒブ　101.8、小児
肺炎球菌101.8、日
本脳炎　92.3、B型
肝炎　101.8ロタ
96.7水痘　88.1】
高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
51.2
高齢者肺炎球菌
19.9
中学生以下ｲﾝﾌﾙ
40.6
HPV定期　5.4％、
HPVキャッチアップ
2.0％

計画値

達成されている

上がっている

上がっている

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)事

　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

7

成果指標１
（単位/％）

小児定期95%以
上、高齢者肺炎
球菌・ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
40%以上、子ど
ものｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
50％以上。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：各予防接種の接種率
指標の求め方：【接種者数／対象者数×100】　小児の定期予防接種：BCG、4種混合、2種混合、ヒブ、小児用肺炎球菌、B型肝炎、日本脳炎、MR1・2期、水痘の各接種率の平均値。
高齢者の定期予防接種：肺炎球菌、インフルエンザの各接種率。　　子どものインフルエンザ：接種率。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施医療機関数 指標の求め方：法定予防接種を実施している医療機関数



総合評価 良好である

自己分析：
小児の定期接種は概
ね高い接種率を維持
している。インフル
エンザについては、
新型コロナウイルス
感染症との同時流行
や重症化予防のため
希望数に対し、供給
が不足した。近隣市
町との重なりも考慮
し、医師会と協議
し、対策を検討する
必要がある。風しん
の抗体検査受検者は
10.6％と低調であ
り、勧奨方法を検討
する。
臨時接種となる新型
コロナウイルスワク
チン接種事業につい
ては、国の指針に基
づき実施し、1回目
接種は13,551人、2
回目は13,882人、3
回目は8,331人の接
種を終えている。今
後は小児ワクチン接
種体制も整え、引続
き国の指針に基づき
事業を継続していく
必要がある。

自己分析：
小児の定期接種は
高い接種率を維持
している。昨年課
題であったインフ
ルエンザ接種につ
いては、医師会の
協力のもと、周知
を早め、予約体制
を調整する事で、
希望する方が予約
しやすい体制とな
り、混乱はなかっ
た。臨時接種とな
る新型コロナウイ
ルスワクチン接種
事業については、
国の指針に基づき
実施し、従来株型
は10,957人、2価
ワクチンは9,870
人、小児は613
人、乳幼児は131
人の接種を終えて
いる。引続き定
期・臨時接種共に
国の指針に基づき
事業を継続してい
く必要がある。

自己分析：
小児の定期接種
率は高い接種率
を維持してい
る。インフルエ
ンザ接種につい
ては、医師会の
協力のもと、接
種体制が維持で
きた。臨時接種
となる新型コロ
ナウイルスワク
チン接種事業
は、従来型４
人、2価5,103
人、XBB5,074
人、小児2価51
人、小児XBB32
人、乳幼児従来
型５人、XBB15人
の接種をもって
最終年度終了と
なった。次年度
は定期接種とな
るため、市内医
療機関の協力の
もと、接種体制
を構築していく
必要がある。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の接
種も引続き継続
実施しており、
感染対策への意
識の高まりもあ
るのか、各種予
防接種の接種率
は前年に比べ、
全体に上がって
いる。接種対象
者への周知・啓
発と共に、接種
しやすい体制を
整えることで、
接種率の維持、
感染症予防対策
としての効果を
得られていると
判断し、良好で
あるとした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルス感染症の接種も引続き継続実施しており、感染
対策への意識の高まりもあるのか、各種予防接種の接種率は前年に
比べ、全体に上がっている。引続き、接種対象者が接種できるよう
周知活動と共に、接種しやすい体制を維持していくことで、接種率
の維持、感染症予防対策としての効果を得られると考え、現状のま
ま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

25,000 25,000 25,000 75,000 25,000 25,000 75,000 25,000 25,000 25,000 25,000 100,000 250,000

25,000 25,000 25,000 75,000 25,000 0 100,000

13,500 16,500 17,500 47,500 0 0 47,500

42,000 42,000 42,000 126,000 55,000 55,000 165,000 55,000 55,000 55,000 55,000 220,000 511,000

42,000 47,000 47,000 136,000 55,000 0 191,000

22,410 30,690 33,480 86,580 0 0 86,580

67,000 67,000 67,000 201,000 80,000 80,000 240,000 80,000 80,000 80,000 80,000 320,000 761,000

67,000 72,000 72,000 211,000 0 0 80,000 0 0 0 0 0 291,000

35,910 47,190 50,980 134,080 0 0 0 0 0 0 0 0 134,080

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 エキノコックス症検診事業 平成５年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

エキノコックス症の早期発見、早期治療ができ、市民の健康保持に努める。
6月・10月の国保特定健診にあわせて、ふれあいセンターで年２回実施。そのうち１回は日曜日に設定し、児童・生徒も
受診しやすい体制とする。オアシス通信にチラシを折り込み、全戸配布するとともに広報等で周知し、健診の案内と同
時に感染予防についての啓発を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学５年生以上で、５年以上検診を受けていない市民。 エキノコックス症の一次検診で、感染者を早期に発見し、二次検診、さらに治療に結びつけることができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

エキノコックスが体内に寄生して起こる病気で、四類感染症に指定されている。北海道は汚染地区として、北海道エキノコックス症対策実施要領により対策を講じている。
一次検診は実施要領の中で市町村が実施するものと定められており、当市は19年度まで健康まつり事業のなかで実施してきた。
健康まつりの終了とともに、検診間隔が5年に1度でよいことから、5年後の平成24年度に検診の機会を確保していく予定である。
平成24年度より年2回ふれあいセンターで実施。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 25,000

予算計上額 25,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 55,000

予算計上額 55,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 80,000

予算計上額 80,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料 委託料 委託料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 委託料単価の増
額による増

同額 委託料単価の増
額による増

同額

実績との比較
（増減理由）

受診数が少な
かったため減額

受診数が少な
かったため減額

受診数が少な
かったため減額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 1 1 1

計画値 50 50 50 50 50 50 50 50 50

実績値 27 33 36

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
広報やホーム
ページ、オアシ
ス通信での町内
会回覧、特定健
診の個別案内で
の周知を継続実
施した。今年度
は、集団健診を
例年通り年2回
実施でき、前年
度より受診者が
若干増加した。
今後も、健康ポ
イントの対象事
業としているこ
とも含め、周知
していく。

自己分析：
広報やホーム
ページ、オアシ
ス通信での町内
会回覧、特定健
診の個別案内で
の周知を継続実
施した。今年度
も、集団健診で
例年通り年2回
実施し、前年度
より受診者が若
干増加した。今
後も、健康ポイ
ントの対象事業
としていること
も含め、周知し
ていく。

自己分析：
広報やホーム
ページ、オアシ
ス通信での町内
会回覧、特定健
診の個別案内で
の周知を継続実
施した。今年度
も、集団健診で
例年通り年2回
実施し、前年度
より受診者が若
干増加した。今
後も、健康ポイ
ントの対象事業
としていること
も含め、周知し
ていく。

判断理由：
エキノコックス
症の一次検診実
施は、市町村の
事業であり、検
診希望者が受診
できる体制を確
保することがで
きていることか
ら普通であると
判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施医療機関数 指標の求め方：エキノコックス症検診を実施している医療機関数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：検診受診者数 指標の求め方：検診を受診した人数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

2

成果指標１
（単位/人）

50

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
北海道エキノコックス症対策実施要領の定めにより、市民が必要と
したときに検査が受けられるよう、毎年健診の機会を確保しておく
ことが必要であることから、現状のまま継続と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－7－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

100,000 100,000 100,000 300,000 85,000 100,000 270,000 85,000 85,000 85,000 85,000 340,000 910,000

67,000 71,000 69,000 207,000 85,000 0 292,000

47,000 73,000 72,000 192,000 0 0 192,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

50,000 50,000 50,000 150,000 96,000 50,000 242,000 96,000 96,000 96,000 96,000 384,000 776,000

83,000 108,000 112,000 303,000 96,000 0 399,000

60,161 72,702 20,261 153,124 0 0 153,124

150,000 150,000 150,000 450,000 181,000 150,000 512,000 181,000 181,000 181,000 181,000 724,000 1,686,000

150,000 179,000 181,000 510,000 0 0 181,000 0 0 0 0 0 691,000

107,161 145,702 92,261 345,124 0 0 0 0 0 0 0 0 345,124

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 一般健康診査事業 平成20年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

高齢者の医療の確保に関する法律に定められた者以外について、医療保険者が行う特定健康診査、特定保健指導に準じ
た健康診査等を実施し、糖尿病等の生活習慣病を予防し、健康の保持増進を図る。

６月、１０月にふれあいセンターで実施する国保特定健診に併せて実施する他、市内個人病院で通年で受診できる個別
健診でも対応する。
健診委託機関、検査項目等は特定健康診査、後期高齢者健康診査に準ずる。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

２０歳以上の生活保護受給者等の無保険者 生活習慣病の予防、早期発見ができ、医療扶助の抑制や早世予防につながる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

医療制度改革により、平成20年度から健診体制が大きく変更、40～74歳と対象とした特定健診・75歳以上の後期高齢者健診等各医療保険者が実施義務を負うこととなった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額 85,000

予算計上額 85,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 96,000

予算計上額 96,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 181,000

予算計上額 181,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料 委託料 委託料
通信運搬費

委託料
通信運搬費

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 健診委託単価の
増額による増

ほぼ同額 同額

実績との比較
（増減理由）

受診数が少な
かったため減額

受診数が少な
かったため減額

受診数が少な
かったため減額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 20 20 20 20 20 20 20 20 20

実績値 14 16 10

計画値 60 60 50 40 40 30 30 30 30

実績値 69.2 56.3 55.6

あまり達成されていない

変わらない

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
集団健診受診者
には継続受診を
促すため、自動
予約で健診勧奨
を継続した。
生活保護受給者
の健康管理のた
め、保護係から
個別通知を実施
している。メタ
ボ該当・予備群
も69.2％おり、
生活習慣病予防
が重要であるこ
とから、健診事
後支援を継続
し、今後も保護
係と連携し、健
診の受診勧奨や
保健指導を実施
していく。

自己分析：
集団健診受診者
には継続受診を
促すため、自動
予約で健診勧奨
を継続してい
る。生活保護受
給者の健康管理
のため、20歳以
上は個別健診も
含め実施してい
ることを保護係
から個別通知し
ている。メタボ
該当・予備群は
56.3％おり、該
当者5人中2人、
予備群4人中3人
が前年度からの
継続受診者で
あった。メタボ
を解消し、生活
習慣病を予防で
きるよう、健診
事後支援を継続
し、今後も保護
係と連携し、健
診の受診勧奨や
保健指導を実施
していく。

自己分析：
集団健診受診者
には継続受診を
促すため、自動
予約で健診勧奨
を継続してい
る。生活保護受
給者の健康管理
のため、20歳以
上は個別健診も
含め無料で受診
できることを保
護係から個別通
知している。健
診受診者のメタ
ボ該当者は2
人、予備群該当
者は3人で全員
が前年度からの
継続受診者で
あった。メタボ
を解消し、生活
習慣病を予防で
きるよう、健診
事後支援を継続
し、今後も保護
係と連携し、健
診の受診勧奨や
保健指導を実施
していく。

判断理由：
無保険者への健
診機会の確保と
いう位置づけで
実施している事
業である。国保
と同じく20～39
歳は基本健診、
40～74歳は特定
健診、75歳以上
は後期高齢者健
診と同様の内容
で実施してお
り、希望者は健
診が受けられる
体制となってお
り、普通である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 拡大

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：健診受診数 指標の求め方：特定健診対象外（無保険者）の受診数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：メタボリックシンドローム該当者・予備群者の割合 指標の求め方：メタボリックシンドローム該当者・予備群者数/健診受診者×100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

20

成果指標１
（単位/％）

50

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
無保険者への健診機会を確保しておくことが必要であり、さらに受
診しやすい体制となるよう、砂川市国保の特定健診、基本健診と同
様、個別健診の実施機関数を増やしていくことを検討しているため
拡大と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

10,000 10,000 10,000 30,000 0 0 30,000

10,000 0 0 10,000 0 0 10,000

0 0 0 0 0 0

299,000 299,000 299,000 897,000 673,000 673,000 2,019,000 673,000 673,000 673,000 673,000 2,692,000 5,608,000

299,000 242,000 242,000 783,000 673,000 0 1,456,000

187,625 102,719 106,271 396,615 0 0 396,615

309,000 309,000 309,000 927,000 673,000 673,000 2,019,000 673,000 673,000 673,000 673,000 2,692,000 5,638,000

309,000 242,000 242,000 793,000 0 0 673,000 0 0 0 0 0 1,466,000

187,625 102,719 106,271 396,615 0 0 0 0 0 0 0 0 396,615

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 若年者生活習慣病予防健診事業 令和３年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

近年、生活様式の変化から、食生活、運動習慣、生活リズム、ストレスなどの問題が増え、生活習慣病の発症も若年化
している。また、成長期の子どもの課題として、貧血になる子どもも多く、健診を受ける機会のない児童生徒や、事業
所等で健診を受ける機会のない20～39歳の者も含め広く若年者に生活習慣病健診を実施することで、自分の健康状態を
把握し、健康な生活を送ることができれば、生活習慣病の早期予防につなげることができる。

Ｒ３年度は、市内医療機関で行う個別健診にて実施。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学５年生と20～39歳以下の市民
Ｒ３年度は、小学５年生と受診機会のない国保以外の20～39歳以下の被扶養者

健診結果から保健指導を実施することによって、食生活やその他生活習慣の見直しにつなげ、将来の生活習慣病発症の
リスクを軽減し、生活習慣病の発症を予防する。また自らの健康管理の重要性を理解し、将来の健診受診の定着化を図
る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

国保に加入している20～39歳の者には、特定健診が開始された平成20年度より健診の機会を提供してきているが、社会保険の被扶養者など健診の機会がないため、会社などでの受診の機会がない方と小学5年生を対象に、Ｒ３年度より実施す
る。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 673,000

予算計上額 673,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 673,000

予算計上額 673,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

健診委託料、通
信運搬費、印刷
製本費、消耗品
費

健診委託料、通
信運搬費、印刷
製本費、消耗品
費

健診委託料、通
信運搬費、印刷
製本費、消耗品
費

健診委託料、通
信運搬費、印刷
製本費、消耗品
費

前年度予算と
の比較

（増減理由）
—

実績に合わせ、
健診委託料の増
と通信運搬費の
減。

同額 事業拡大のため
増額

実績との比較
（増減理由）

成人へのハガキ
周知を広報周知
に切り替えたた
め減額。

受診数の見込よ
り少なかったた
め減額

受診数の見込よ
り少なかったた
め減額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 15 15 15 30 30 50 50 80 80

実績値 26 15 15

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100.0 80.0 100.0

達成されている

上がっていない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
成人は広報周知
のみで1人、小
学5年生(学童)
は109人全員に
ハガキ周知をし
25人受診した
(22.9％)。学童
の健診結果を元
に、メタボ予備
群該当、脂質や
血圧高値、必要
な栄養素の過不
足、嗜好品の過
多など栄養面で
の偏りなどにつ
いて、生活習慣
病予防のための
保健指導や栄養
指導を本人及び
保護者に行うこ
とができた。成
人への周知につ
いては、健診の
機会のない者に
対し勧奨が行え
るうよう検討を
行う。

自己分析：
成人は広報周知の
みで2人、小学5年
生（学童）は86人
全員にハガキ周知
をし13名受診した
（15.1％）。
学童の健診結果を
元に生活習慣病予
防のための保健指
導や日々の食事、
嗜好品について等
の栄養指導を本人
及び保護者10組に
面接にて行い、他
の3組については
保護者と面接の調
整が出来ず文書指
導となった。受診
した成人の2人に
ついては妊娠糖尿
病の既往があり、
保健指導を面接に
て行った。妊娠中
に生活習慣病予防
のリスクがあった
方にも勧奨するな
ど対象者抽出に工
夫が必要。

自己分析：
成人は広報周知
のみで２名、小
学５年生（学
童）は95名全員
にハガキ周知を
し、13名受診し
た（13.7％）。
健診結果と日々
の生活習慣や食
習慣を元に、本
人及び保護者全
組に保健指導や
栄養指導を実施
した。受診した
成人２名につい
ても日常生活や
運動、食事につ
いて保健指導や
栄養指導を実施
した。より若い
世代からの生活
習慣病予防を強
化するため、対
象を中学２年生
と産後の母にも
拡大し健診後は
結果説明と共に
保健指導・栄養
指導を行う。

判断理由：
成長期の始まり
の小学5年生
（学童）に対し
て保護者を含め
て子どもの身体
と生活、食と運
動など、成人期
に向けた生活習
慣病予防の知識
を伝える機会と
なる。また働く
世代となる保護
者の健康管理に
ついても重要な
時期となるため
普通であるとし
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 拡大

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：受診人数 指標の求め方：健診を受診した人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：保健指導実施率 指標の求め方：保健指導をうけた者/健診受診者×100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

30

成果指標１
（単位/％）

100

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：食生活を含めたライフスタイルの変化により、生活習慣病発症
にも若年化がみられる中、血液検査を含めた健診を受ける機会の少
ない学童期や若年者への健診を実施し、保健指導・栄養指導を実施
している。自身の健康状態を把握してもらうことが、生活習慣病発
症予防に繋がると考え、今後は妊娠期に血糖値や血圧値の異常がみ
られた方などリスクに配慮した対象者抽出を行うなど、より生活習
慣病予防に向けた勧奨も検討しながら継続実施とするため拡大と判
断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 がん対策推進事業 平成29年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市がん対策推進条例の策定を機に、がんの予防と早期発見のための正しい知識の普及やがん対策に関する理解と関
心を深めるための事業を実施し、砂川市におけるがん検診の受診率向上及び、がん死亡の減少と増大するがんの医療費
を抑える。

がんに関する講演会や、がん教育（小、中学生）、がんの啓発イベントの実施。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
がん対策に関する理解と関心が深まることにより、がん予防、早期発見のための正しい知識の普及が図られ、がん検診
受診率向上につなげる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

がんは死亡原因の1位であり、高騰する医療費の中でもがんに対する医療費が大きく割合を占めているのが現状である。これまでもがん対策を講じてきていますが、現状の課題解決までには至っておらず、がん検診の受診率も伸び悩んでいる
状況である。平成29年4月より施行されたがん対策推進条例を機に更なるがん対策の推進を図るため、市民に対してがんの予防、早期発見のための正しい知識の普及や、がん対策に関する理解と関心を深めるための事業を実施する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

内部講師による
事業実施のため
財源なし

内部講師による
事業実施のため
財源なし

内部講師による
事業実施のため
財源なし

内部講師による
事業実施のため
財源なし

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 300 300 300 300 300 300 300 300 300

実績値 144 156 89

計画値 15.0 15.0 15.0 16.0 16.0 17.0 17.0 18.0 18.0

実績値 11.48 11.12 10.36

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
依頼のあった小
学校2校と中学
校1校で実施し
た。
新型コロナウイ
ルス感染症に伴
い、外部講師へ
の依頼が減った
ものと考える。
また、実績に含
めてはいない
が、学校側から
家族ががんに罹
患した学童へ配
慮し、がん教育
ではなく生活習
慣病予防の健康
教育を保健師よ
り小学校1校に
実施した。
今後も子どもの
頃からがん予防
の正しい知識の
普及とあらゆる
機会を通じてが
ん検診受診勧奨
を行っていく。

自己分析：
依頼のあった小
学校５校と中学
校１校で実施し
た。今年度初め
て依頼のあった
学校もあり、新
型コロナウイル
ス感染拡大前と
同程度の依頼数
であったが、児
童・生徒数の多
い学校からの依
頼がなかったた
めに実績値は減
少。がん検診受
診率は、新型コ
ロナウイルス感
染症の影響もあ
り令和２年ごろ
より減少傾向の
ためがん検診の
勧奨のためはが
きを郵送するな
ど、受診率向上
に努めている。
今後も子どもの
頃からがん予防
の正しい知識の
普及とあらゆる
機会を通じてが
ん検診受診勧奨
を行っていく。

自己分析：
依頼のあった小学
校５校で実施し
た。中学校からの
依頼がなかったた
め実績値は減少し
ている。節目年齢
へ勧奨を実施し、
わかりやすい内容
となるよう工夫し
たが、がん検診受
診率は減少傾向。
乳がん及び子宮頸
がんの無料クーポ
ン券を利用した受
診率は例年を維持
しているが、クー
ポン以外の受診率
が低迷している。
節目年齢以外の今
年度未受診者や3
年未受診者へ勧
奨、他市町村のが
ん検診の取り組み
について情報収集
するなど、受診率
向上に努めてい
く。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに伸び
悩んでいるが、
新型コロナウイ
ルス感染症や児
童・生徒数の減
少による影響が
大きいと考えら
れる。がんは日
本人の死亡原因
で最も多い身近
な疾病であり、
学童期からがん
についての正し
い知識を身に着
ける必要がある
ことから、総合
評価としては普
通と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業参加者の人数 指標の求め方：講演会、健康教育、啓発イベントの参加人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：がん検診受診率 指標の求め方：胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮がん検診受診率の平均（対象は全住民）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

300

成果指標１
（単位/％）

16.0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
がん対策推進条例に基づき、市立病院と教育委員会と連携しなが
ら、市内の小学校・中学校・高校にがん教育の講師を派遣し、がん
予防のための知識の普及やがん検診の周知のために事業を継続して
きた。子どもたちがん教育で学んだことを家族や周りの大人に伝え
ることで、がん予防の知識やがん検診の必要性が波及している。実
際にがん教育を受けている子どもたちががん検診を受ける年齢にな
るのは早くて20歳からであるため、実際に受診率に繋がるのは数年
後である。今後はがん教育や講演会という形にこだわらず、個別に
勧奨するなどしてがん予防の普及啓発および受診率向上を図ってい
く。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

214,000 214,000 214,000 642,000 223,000 223,000 669,000 223,000 223,000 223,000 223,000 892,000 2,203,000

214,000 232,000 230,000 676,000 223,000 0 899,000

244,000 214,000 236,000 694,000 0 0 694,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,147,000 4,147,000 4,147,000 12,441,000 3,775,000 3,775,000 11,325,000 3,775,000 3,775,000 3,775,000 3,775,000 15,100,000 38,866,000

4,147,000 4,145,000 3,859,000 12,151,000 3,775,000 0 15,926,000

3,630,950 3,247,550 3,068,200 9,946,700 0 0 9,946,700

12,410,000 12,410,000 12,410,000 37,230,000 13,376,000 13,376,000 40,128,000 13,376,000 13,376,000 13,376,000 13,376,000 53,504,000 130,862,000

12,410,000 13,576,000 13,151,000 39,137,000 13,376,000 0 52,513,000

10,189,120 10,947,365 10,716,193 31,852,678 0 0 31,852,678

16,771,000 16,771,000 16,771,000 50,313,000 17,374,000 17,374,000 52,122,000 17,374,000 17,374,000 17,374,000 17,374,000 69,496,000 171,931,000

16,771,000 17,953,000 17,240,000 51,964,000 0 0 17,374,000 0 0 0 0 0 69,338,000

14,064,070 14,408,915 14,020,393 42,493,378 0 0 0 0 0 0 0 0 42,493,378

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 がん検診事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

各種がんの早期発見・早期治療により、市民の健康の保持増進・早世予防を図る。

集団検診として、対がん協会には胃・肺・大腸・前立腺・乳・子宮頸部がん検診、厚生連には胃・肺・大腸・前立腺が
ん検診を委託し、ふれあいセンターで実施する。受診者の利便性を考え、特定健康診査と同時実施する他、国保以外の
者が受診できるよう、胃・肺・大腸がん検診、乳がん・子宮頸部がん検診それぞれの単独実施日も設けている（対がん
協会年２回）。個別検診としては、市内医療機関では大腸がん・前立腺がんを通年、市立病院では大腸がん・乳がん・
子宮頸部がんを通年、前立腺がんを１～３月、さらに対がん協会の女性のためのバスツアー検診では、５つのがん検診
すべてが同時に受けられる体制とする。乳がん・子宮頸部がんの無料クーポン対象者は市外の医療機関でも実施できる
体制としている。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

胃・肺・大腸がん検診は４０歳以上の市民。
子宮頸がん検診は２０歳以上の女性市民。
乳がん検診は３０歳以上の女性市民。
前立腺がん検診は５０～７９歳の男性市民。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

従来は、老人保健法により国や道の補助を受け実施してきた事業であるが、平成10年に一般財源化され市町村単独事業として実施している。
平成20年度からは、医療制度改革により健康増進法に基づく努力義務事業に位置付けられる。
各種がん検診に関する研究から、がん検診実施のための指針が示されており、平成17年度には乳がんのマンモグラフィ検査導入や乳がん・子宮頸がんの検診対象年齢、検診間隔の見直しが図られた。
平成17年度の行革で、自己負担額の見直しを行っている。
平成21～24年度女性特有のがん検診推進事業、平成23年度より働く世代の大腸がん検診推進事業を実施、平成25年度は働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業が追加された。
平成28年度新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業で、補助事業が縮小されたため、市の独自施策として、乳がん・子宮頸がんの無料クーポン券配布事業を開始した。
平成30年度より、後期高齢者広域連合のすこやか推進事業廃止された。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 3,775,000

予算計上額 3,775,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 13,376,000

予算計上額 13,376,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 17,374,000

予算計上額 17,374,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料
印刷製本費
通信運搬費
消耗品

委託料
印刷製本費
通信運搬費
消耗品

委託料
印刷製本費
通信運搬費
消耗品

委託料
印刷製本費
通信運搬費
消耗品

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 委託機関の単価
増額により予算
増となった。

前年度の実績に
合わせ健診委託
料を減額。

検診日増設のた
め増額。

実績との比較
（増減理由）

受診数が少な
かったため減額
となっている。

受診数が見込み
より少なかった
ため減。

受診数が見込み
より少なかった
ため減。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 223,000

予算計上額 223,000

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

実績値 4,633 3,104 3,910

計画値

胃13％・肺
9.5％・大腸
10％
子宮12％・乳
23％

胃13.5％・肺
10％・大腸
10.5％
子宮12.5％・乳
23.5％

胃14％・肺
10.5％・大腸
11％
子宮13％・乳
24％

胃15％・肺
11.5％・大腸
12％
子宮134％・乳
25％

胃15.5％・肺
12％・大腸
12.5％
子宮14.5％・乳
25.5％

胃16％・肺
12.5％・大腸
13％
子宮15％・乳
26％

胃16.5％・肺
13％・大腸
13.5％
子宮15.5％・乳
26.5％

胃17％・肺
13.5％・大腸
14％
子宮16％・乳
27％

胃17.5％・肺
14％・大腸
14.5％
子宮16.5％・乳
27.5％

実績値

胃　8.8%
肺　7.8%
大腸　8.7%
子宮　12.9%
乳　19.2%

胃：8.5％
肺：7.1％
大腸：7.6％
子宮：12.6％
乳：19.8％

(暫定値）
胃：7.1％
肺：6.5％
大腸：7.4％
子宮：11.4％
乳：19.4％

（暫定値） あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
子宮がん検診は
計画値に達成し
たが、その他の
がん検診におい
ては計画値を達
成できていない
ため、コロナ禍
であっても受診
の必要性を伝
え、がんの早期
発見につなげら
れるよう周知し
ていく必要があ
る。

自己分析：
子宮がん検診の
受診率は計画値
に達成したが、
その他のがん検
診においては計
画値を達成でき
ていない。継続
的にがん検診を
受診していた人
が新型コロナウ
イルス感染症の
影響で検診の受
診を控えたまま
であると考えら
れる。定期的な
がん検診受診の
必要性を伝え、
がんの早期発見
につなげられる
よう周知してい
く必要がある。

自己分析：
無料クーポンを使
用した乳がん及び
子宮頸がん検診は
例年同様の受診率
であるが、その他
のがん検診は低迷
している。胃がん
や大腸がん検診に
ついては医療機関
で内視鏡検査を
行っている人も少
なくなく、職場の
健診でがん検診を
実施している方も
おり、そのような
場合は受診率に反
映されてないため
厳しい状況であ
る。未受診者に受
診を促すため、勧
奨チラシの内容を
工夫し、定期的な
がん検診受診の必
要性を伝え、がん
の早期発見につな
げられるよう周知
していく。

判断理由：
死亡率減少効果
があるといわれ
ている５大がん
の受診率は何れ
も頭打ちの状況
であるが、がん
検診により毎年
早期がんが発見
されていること
から総合評価と
しては普通と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：勧奨人数（延） 指標の求め方：各がん検診の勧奨通知を出した人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：各がん検診の受診率 指標の求め方：受診数/対象者×100（受診率算定にあたっては肺・大腸は４０～６９歳、胃は５０～６９歳、子宮頸がん検診は２０～６９歳女性、乳がん検診は４０～６９歳女性を対象とする）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

4,000

成果指標１
（単位/％）

胃14.5％.・肺
11％・大腸
11.5％
子宮13.5％・乳
24.5％

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：胃・肺・大腸・子宮・乳がん検診については、死亡減少効果が
あるといわれているがん検診であり、今後も継続していく必要があ
る。がんの場合、一次予防は生活習慣の改善、禁煙・禁酒、ウイル
スへの感染予防などが推奨されているが、完全に発症を予防できる
わけではなく、早期発見・早期治療が重要になることから、検診の
受診率向上に向け、検診体制や予約方法、勧奨方法について検討し
ながら継続していく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

214,000 214,000 214,000 642,000 205,000 205,000 615,000 205,000 205,000 205,000 205,000 820,000 2,077,000

214,000 232,000 234,000 680,000 205,000 0 885,000

150,378 144,338 149,588 444,304 0 0 444,304

214,000 214,000 214,000 642,000 205,000 205,000 615,000 205,000 205,000 205,000 205,000 820,000 2,077,000

214,000 232,000 234,000 680,000 0 0 205,000 0 0 0 0 0 885,000

150,378 144,338 149,588 444,304 0 0 0 0 0 0 0 0 444,304

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ピロリ菌検査等助成事業 平成29年度　～　―　　　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係

目的
(何のために実施する
のか）

慢性胃炎、胃・十二指腸潰瘍や胃がんの原因であるピロリ菌を早期に除去することで、ピロリ菌による胃の病気を予防
する。特に感染して間もない中学生で除菌することでより確実な胃がん予防につなげていく。

尿中抗体検査による一次検査及び、一次検査陽性者に尿素呼気検査による二次検査を実施する。二次検査陽性者には除
菌治療薬による治療と除菌判定のための尿素呼気検査を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市に在住する、中学２年生の生徒のうち検査を希望し、本人と保護者が同意した者。 感染して間もない中学生で除菌することで、胃がん予防効果がより確実になる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

Ｈ29年4月から砂川市がん対策推進条例が施行され、その中でがん予防の推進が謳われている。比較的死亡の多い胃がんについては、原因となるピロリ菌対策が有効といわれており、最も予防効果の高い中学生を対象に検査と除菌治療を行
う。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 205,000

予算計上額 205,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 205,000

予算計上額 205,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
委託料

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
委託料

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
委託料

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
委託料

前年度予算と
の比較

（増減理由）

対象数の減少に
合わせて減額

前年度実績に合
わせて、1次・2
次検査の委託料
の増と除菌委託
料の増。

対象数の減少に
合わせて委託料
の減。勧奨通知
の通信運搬費の
増。

通信運搬費の
増。昨年度の実
績と対象数の減
少に合わせて検
診委託料を減。

実績との比較
（増減理由）

受診率は83.7％
と増加したが、
陽性者が少な
かったため減。

受診率は78.2％
と減少し、陽性
者も少なかった
ため減。

受診数が見込み
より少なかった
ため減。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 83.7 78.2 78.7

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 100.0 100.0 100.0

ほぼ達成されている

変わらない

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
未受診者への勧
奨を積極的に行
い、受診率は
83.7％に上昇し
た。1次検査陽
性率は5.8％と
なっており、2
次検査で治療が
必要となった陽
性者は1人で、
除菌治療を完了
されている。今
後も、未受診者
への勧奨を行
い、受診率の向
上を図る。

自己分析：
未受診者への勧
奨を積極的に
行ったが、受診
率は78.2%と若
干減少し、計画
値を達成するこ
とはできなかっ
た。一次検査陽
性率は4.3％で
全員が二次検査
を受けた結果、
治療の必要な陽
性者は1人で除
菌治療を行い、
判定まで完了し
た。しかし、今
回の治療で陰性
とならなず、そ
の後の治療につ
いては医療機関
との相談となっ
ている。今後も
未受診者へ積極
的に勧奨を行
い、受診率の向
上を図る。

自己分析：
未受診者への勧奨
を行い、受診率は
78.7%と上昇した
が、計画値を達成
することはできな
かった。一次検査
陽性率は7.1%。二
次検査を受けた５
人の内、治療の必
要な陽性者は１人
で、除菌治療を行
い判定まで完了し
た。一次検査で陽
性になったもの
の、二次検査未受
診の１人は電話に
よる受診勧奨を行
い未受診のままで
あるが、除菌で将
来の胃がんの発症
を予防できること
や、胃がんのリス
クが高いため対象
年齢になったら定
期的に胃がん検診
を受診することの
必要性について伝
えている。今後も
未受診者へ積極的
に勧奨を行い、受
診率の向上を図
る。

判断理由：
受診率は80％前
後で推移してお
り、おおむね計
画値に到達して
おり、陽性者に
ついては100％
除菌治療のため
に受診できてい
るので普通と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：ピロリ菌検査受診率 指標の求め方：検査受診者/中学２年生×100

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：ピロリ菌検査の除菌率 指標の求め方：除菌した者/ピロリ菌陽性者×100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

80.0

成果指標１
（単位/％）

100.0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
一次検査未受診者には1～2回の勧奨を行い、80％前後の受診率を維
持している。感染して間もない中学生で除菌することでより確実な
胃がん予防につなげていくためにも、今後も勧奨を継続しながら実
施していく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

200,000 200,000 0 200,000 200,000 400,000

0 0 0 0

0 0 0 0

243,000 243,000 293,000 779,000 243,000 243,000 729,000 243,000 293,000 243,000 243,000 1,022,000 2,530,000

243,000 243,000 243,000 729,000 243,000 0 972,000

101,000 243,000 243,000 587,000 0 0 587,000

243,000 243,000 493,000 979,000 243,000 243,000 729,000 243,000 493,000 243,000 243,000 1,222,000 2,930,000

243,000 243,000 243,000 729,000 0 0 243,000 0 0 0 0 0 972,000

101,000 243,000 243,000 587,000 0 0 0 0 0 0 0 0 587,000

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 食生活改善普及事業 平成４年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター保健予防係

目的
(何のために実施する
のか）

生活習慣病が増加する現代において、予防の要である食生活について、食生活改善普及活動をボランティアで実践して
いる食生活改善推進員が、積極的かつ効果的な活動が展開できるよう支援することで、市民の健康の保持増進が図られ
る。

食生活改善普及活動を実施するにあたり、食生活改善推進協議会へ補助金を交付する。また、協議会主催の｢男の料理教
室｣｢親と子の料理教室｣｢お母さんのための料理教室｣｢地区伝達講習会｣などの事業を企画・実施する際の助言・指導を行
なうとともに、健康に関する最新情報や砂川市の健康課題の提供、スキルアップのための研修会など組織育成に向け支
援しながら、市民とともに食生活改善普及活動を実施していく。また、活動の継続性を図るため定期的に養成講座も実
施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民及び、食生活改善推進員（平成4年から不定期で市が養成しており、平成30年度には第7期の養成講座を開催）
生活習慣病が増加する現代において、予防の要である食生活について、市民により身近な地域住民組織が食生活改善普
及活動を積極的かつ効果的に展開していくことで、市民の食への関心を高めるとともに、健康の保持増進が図られる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成4年に砂川市食生活改善協議会が設立され、「私達の健康は私達の手で」を合言葉に、各種料理教室等食生活改善普及活動を実践するための活動費として、当初は40万円を補助していたが、その後、団体補助の見直しや研修旅行に係る
「みどり号」の見直し等が行われ、平成21年度より減額となる。平成27年度には福祉団体研修費補助が追加され現在の補助金額となった。養成講座は平成4～6年度各年度、12，18，24，30年度と実施してきた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 243,000

予算計上額 243,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 243,000

予算計上額 243,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

食生活改善協議
会補助金

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 同額 同額

実績との比較
（増減理由）

減額
新型コロナウイ
ルス感染拡大に
よる事業の中
止・縮小

増減なし 増減なし

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 50 50 50 52 52 54 54 55 55

実績値 32 44 39

計画値 1,300 1,300 1,300 1,350 1,350 1,400 1,400 1,500 1,500

実績値 252 314 321

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
創立30周年を迎
え、推進員とし
ての役割を振り
返る時期であっ
た。活動では、
食生活が多様化
していること、
コロナ禍により
集団での活動が
難しいことな
ど、活動の在り
方を転換してい
く時期である。
これまで学習を
継続してきた、
市の健康課題を
ふまえ、市民が
自分の手で健康
を守るための支
援となるよう、
手軽にできる調
理や上手に市販
品を用いてバラ
ンスを組み立て
る力についてな
ど活動の方法を
思考していく必
要がある。

自己分析：
コロナ禍におい
ても、感染対策
を講じた活動を
模索してきて、
今年度はこれま
で蓄積したレシ
ピの活用や学習
効果を地盤に、
啓発活動を行っ
てきた。特に、
特定健診の説明
会会場での啓発
活動や発酵食品
の権威である講
師を招き、ゆう
を会場に行った
講演会には191
人の来場者があ
るなど、市民の
健康への意識の
高さを感じるこ
とができた。

自己分析：
コロナ禍による
規制も緩和され
たことから活動
の幅も広がっ
た。現代の生活
スタイルの変化
に応じた活動方
法を考えなが
ら、今年度は推
進員が主体とな
り、自己学習・
調理実習を行っ
た。また、特定
健診の結果説明
会での食育普及
活動は3年目を
迎え、市民の健
康課題に継続し
て取り組む事が
出来ている。次
年度では、新た
な取り組みとし
て学童や高齢者
に向けた食育普
及活動を検討し
ている。

判断理由：
令和3年度以降
は、コロナ禍に
よる事業の中止
や縮小により、
自主組織活動の
在り方を模索し
ながら、地域の
健康を守る支援
を計画してき
た。
食生活の多様化
と感染対策を踏
まえながら、市
民が自分の手で
健康を守るため
の支援となるよ
う、これまでの
経験値やレシピ
を活用し、啓発
活動を広げてい
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：協議会活動実施回数 指標の求め方：自主研修・学習会・伝達講習会・自主活動・ボランティア活動など推進員参加の事業回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加延人数 指標の求め方：各種事業の参加延人数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

52

成果指標１
（単位/人）

1,350

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
令和3年度以降は、コロナ禍による事業の中止や縮小により、自主組
織活動の在り方を模索しながら、地域の健康を守る支援を計画して
きた。
令和4年度は、これまで蓄積したレシピの活用や学習効果を地盤に啓
発活動を行う等、活動の方法を見なおし、チャレンジしてきてい
る。
食生活の多様化と感染対策を踏まえながら、市民が自分の手で健康
を守るための支援となるよう、市の健康課題を共に解決していくた
め、ライフステージや現代の生活スタイルの変化に応じた活動方法
（手段）を見直し計画、実践していく必要があると考え、手段の見
直しとした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

30,000 100,000 130,000 0 0 130,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

30,000 100,000 130,000 60,000 60,000 120,000 150,000 60,000 60,000 60,000 330,000 580,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 60,000 200,000 260,000 60,000 60,000 120,000 150,000 60,000 60,000 60,000 330,000 710,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 自殺対策推進事業 令和元年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター保健予防係

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市の自殺者数は、平成23年以降減少傾向にあるものの、未だ毎年数名の方が自ら尊い命を絶つという状況が続いて
いる。「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、自殺対策に対する意識の向上を図ると共に、関係
機関の連携を強化し自殺対策を推進していく。

市民や事業所への啓発と相談先周知のためパンフレット等を配布する。
自殺対策を支える人材の育成のため学習会を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民、市内事業所、関係機関等 市における自殺者数が減少する。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

全国の自殺者の推移は、平成21年の3万3千人をピークに8年連続減少となっているが、働き盛り世代の50代男性での自殺死亡割合が高く推移している。砂川市でも、自殺者数は減少傾向にあるも、年間２～３人が無図から尊い命を絶つ状態が
ある。自殺対策基本法の改正により、市町村に自殺対策計画の策定が義務付けられ、平成31年3月に策定された。市民一人一人が心の健康について正しい知識をもち、本人が体調の変化に気づいたり相談をするなどのセルフケア力の向上や、
周囲の者が早期に変化に気づくなど、早期の対応や相談行動を起こさせることで自殺を食い止められるよう、普及啓発事業を推進していくため事業化とした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額 0

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

計上なし 計上なし 計上なし 計上なし

前年度予算と
の比較

（増減理由）

増減なし 増減なし 増減なし 増減なし

実績との比較
（増減理由）

経費を伴う事業
の予定がないた
め

経費を伴う事業
の予定がないた
め

経費を伴う事業
の予定がないた
め

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 0 0 1

計画値 15.0 15.0 15.0 13.0 13.0 11.0 11.0 11.0 11.0

実績値 6.06 12.4 37.7

達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
道の死亡率は
18.7、市の自殺
死亡率は6.06
で、市は減少傾
向であるが、一
定数自殺者がい
る。新型コロナ
ウイルス拡大の
ため、管内保健
所主催の会議機
会や研修会はな
い。保健活動を
通じ、こころの
健康づくり、支
援を行い、必要
に応じて関係機
関と情報交換や
支援共有をは
かっている。
自殺は社会的背
景や複雑な要因
が絡み合うた
め、市独自、保
健活動のみで対
策が完結できる
ものではなく、
市全体や近隣・
道としての取組
も必要である。

自己分析：
道の自殺死亡率
は　　18.56、
市の自殺死亡率
は12.37であっ
た。市の実績
は、計画値より
は低値だが、令
和3年度に比べ
て増加してい
る。自殺者は社
会的背景と絡
み、個人への限
定的な対策で完
結できるもので
はない。しか
し、健全な心の
健康に繋がる部
分として、ここ
ろの健康づく
り、支援として
健康相談等を行
い、広報を活用
し、啓発を行っ
ている。今後
も、管内保健所
や道と共有を図
り、対策を継続
していく必要が
ある。

自己分析：
自殺率は道
19.88、市は
37.71で年々増
加、計画値を上
回る。自殺に至
る要因は社会的
背景と絡む等多
岐にわたる。そ
の中でも個人に
向けて支援でき
る、健全な心の
健康に繋がる食
や睡眠等の生活
習慣、こころの
健康づくりに係
る相談を行い、
一人で抱え込ま
ないよう相談窓
口の周知・啓発
を行っている。
また、管内保健
所が自殺対策の
学習会を再開し
たので、そのよ
うな機会に関係
機関との連携、
対策協議を継続
していくことが
必要である。

判断理由：
自殺者は社会的
背景と絡み、個
人への限定的な
対策で完結でき
るものではな
い。市として
は、健全な心の
健康に繋がる部
分として、ここ
ろの健康づく
り、支援として
健康相談等を行
い、広報を活用
し、啓発を行う
必要があるが、
コロナ禍により
停滞している管
内保健所へ実態
共有等の場をも
てるよう働きか
け、対策を継続
していく必要が
ある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：会議や研修会の開催回数 指標の求め方：関係機関との会議や研修会を開催した回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：砂川市の自殺死亡率 指標の求め方：砂川市の人口10万人当たり自殺死亡率（警察庁自殺統計）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

1

成果指標１
（単位/％）

13.0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
日本の自殺者数は全体的に減少傾向であるが、令和2年から女性の自
殺者や北海道では20歳の若者の自殺者が目立ち始めている。自殺者
は社会的背景と絡み、個人への限定的な対策で完結できるものでは
ない。市としては、健全な心の健康に繋がる部分として、こころの
健康づくり、支援として健康相談等を行い、広報を活用し、啓発を
行う必要があるが、コロナ禍により停滞している管内保健所へ実態
共有等の場をもてるよう働きかけ、対策を継続していく必要がある
と考え、手段の見直しと判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,275,000 1,275,000 1,275,000 3,825,000 991,000 991,000 2,973,000 991,000 991,000 991,000 991,000 3,964,000 10,762,000

1,275,000 1,275,000 986,000 3,536,000 991,000 0 4,527,000

758,525 803,356 794,774 2,356,655 0 0 2,356,655

1,275,000 1,275,000 1,275,000 3,825,000 991,000 991,000 2,973,000 991,000 991,000 991,000 991,000 3,964,000 10,762,000

1,275,000 1,275,000 986,000 3,536,000 0 0 991,000 0 0 0 0 0 4,527,000

758,525 803,356 794,774 2,356,655 0 0 0 0 0 0 0 0 2,356,655

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

達成者が少な
かったため、報
償費の減額

達成者が少なく
報償費の減額、
消耗品在庫使用
のため減額

達成者が少なく
報償費の減額、
消耗品在庫使用
のため減額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

同額 同額 消耗品在庫使用
のため減額

達成者増加を見
込み報償費を増
額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報償費
消耗品費
印刷製本費

報償費
消耗品費
印刷製本費

報償費
消耗品費
印刷製本費

報償費
消耗品費
印刷製本費

事 業 費 合 計 計　画　額 991,000

予算計上額 991,000

予算計上額 991,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 991,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

北海道健康マイレージ事業に協働していたが、令和元年度に砂川市独自の事業として開始した。健康診断や各種がん検診などの受診率向上、健康に配慮した生活習慣を身に付けるきっかけづくりを目的とし、事業実施にあたり市内医療機関、
商工会議所等と連携を図り実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

特定健診やがん検診等の受診率向上や肥満予防のための運動習慣の確立のため、市民の自主的な健康づくり活動にポイ
ントを付与し、健康に対する意識の向上と健康の保持増進を図る。

健康診査、がん検診（市が実施する健診に準じた他保険者による健診を含む）、健康に関する講演会、その他市が主催する健康づ
くりに関する事業に参加した者に、健康ポイントを付与し、一定のポイントが貯まった場合に特典として事業に還元できるような
無料券や商品券等と交換する。事業の実施については、教育委員会、市立病院、商工会議所等との連携を図る。
元年度特典：「商品券」と「健（検）診クーポン券（1,000円分）」か「総合体育館・海洋センター無料利用券（10回分）」。２
年度は、減塩食品セットを追加。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

２０歳以上の市民
健康意識が向上することにより、疾病予防を図ることができる。また、すでに健康につながる取組を行っている市民に
対するインセンティブともなり、健康づくりに対するさらなる意識向上につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 健康ポイント事業 令和元年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,050 1,100 1,150 1,250 1,300 1,350 1,400 1,450 1,500

実績値 905 893 877

計画値 390 420 450 520 560 600 640 700 730

実績値 424 441 462

ほぼ達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
事業開始から3
年目を迎え徐々
に事業の浸透は
見られるもの
の、コロナ禍に
よりポイント対
象事業の中止や
延期が生じたた
め、周知の機会
やポイント付与
の機会が減少し
た。自身の健康
づくりの意識づ
けや継続意欲と
なるよう、周知
方法の見直しや
新たな対象事業
について検討し
ていく必要があ
る。

自己分析：
昨年度に続き、
対象事業の中
止・延期が生じ
たため、周知の
機会・ポイント
付与の機会が減
少したが、達成
者数については
増加しており、
事業の定着化が
みられる。特定
健診やがん検診
受診者中の
88.9％の方が健
診チケットを利
用し、受診率向
上に役立ってい
る。自身の健康
づくりの意識づ
けや継続意欲と
なることと、新
規申請者の増加
を図るため、周
知方法の検討が
必要である。

自己分析：
コロナ禍による事
業実施の制限が解
除され、ポイント
付与の機会が回復
したものの、イン
ターネット申請の
開始に伴い新規参
加者の増加を見込
んでいたが、横ば
いとなった。しか
し、達成者割合の
増加や健診チケッ
トの利用率では
86.3％と昨年度同
様高い割合での利
用となり、受診率
の向上には繋がっ
ている。自身の健
康づくりの意識づ
けや新規申請者の
増加を図るため、
運動を継続してい
る団体に向けポイ
ント付与の対象事
業を増やす事や、
アプリの活用も検
討していく必要が
ある。

判断理由：
コロナ禍の影響
による、対象事
業の中止・延期
により、周知の
機会は減少した
が、達成者割合
の増加、健診チ
ケット利用率の
増加、体育館利
用券の利用率の
増加がみられ、
事業の定着化が
図られている。
申請方法にイン
ターネット申請
の選択肢も増や
したことから、
新規申請者の増
加を見込み「普
通である」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：新型コロナウイルス感染症の影響による、対象事業の中止・延
期等の影響により、周知の機会やポイント付与の機会が減少した。
申請数の伸び悩みはあるものの、事業達成者割合については増加し
ている。また健(検)診チケット発行者中の特定健診やがん検診での
チケット利用率は令和3年度87.3％、令和4年度88.9％、体育館利用
券利用率は令和3年度37.2％、令和4年度62.5％とそれぞれ増加し、
特定健診やがん検診の受診率向上や運動習慣の習慣化が図られてい
る。令和5年度からは、インターネットでの申請申込も可能とするこ
とで申請方法の選択肢が増え、新規申請者の増加が図られることを
見込み現状のまま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

1,200

成果指標１
（単位/人）

490

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：ポイント達成者数 指標の求め方：健康ポイント達成者の人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：参加申請数 指標の求め方：参加申込を申請した人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－7－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

6,236,000 6,236,000 6,236,000 18,708,000 5,658,000 5,658,000 16,974,000 5,658,000 5,658,000 5,658,000 5,658,000 22,632,000 58,314,000

6,236,000 5,672,000 5,760,000 17,668,000 5,658,000 0 23,326,000

5,330,392 5,404,334 5,152,130 15,886,856 0 0 15,886,856

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 870,000 870,000 2,610,000 870,000 870,000 870,000 870,000 3,480,000 6,090,000

0 870,000 0 870,000

589,000 589,000 0 0 589,000

12,800,000 12,800,000 12,800,000 38,400,000 17,008,000 17,008,000 51,024,000 17,008,000 17,008,000 17,008,000 17,008,000 68,032,000 157,456,000

13,280,000 15,468,000 17,442,000 46,190,000 17,008,000 0 63,198,000

10,863,269 10,761,565 11,865,801 33,490,635 0 0 33,490,635

19,036,000 19,036,000 19,036,000 57,108,000 23,536,000 23,536,000 70,608,000 23,536,000 23,536,000 23,536,000 23,536,000 94,144,000 221,860,000

19,516,000 21,140,000 23,202,000 63,858,000 0 0 23,536,000 0 0 0 0 0 87,394,000

16,193,661 16,165,899 17,606,931 49,966,491 0 0 0 0 0 0 0 0 49,966,491

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

ほぼ同額 ほぼ同額 受診数が予定よ
りも少なかった
ため。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

報酬、職員手
当、共済費及
び、委託単価増
額による委託料
の増額

委託単価増額に
よる委託料の増
額

委託単価増額と
計画策定による
委託料の増額

報酬、職員手
当、共済費及
び、委託単価増
額による委託料
の増額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬、委託料、
報償費、通信運
搬費、その他

報酬、委託料、
報償費、通信運
搬費、その他

報酬、委託料、
報償費、通信運
搬費、その他

報酬、委託料、
報償費、通信運
搬費、その他

事 業 費 合 計 計　画　額 23,536,000

予算計上額 23,536,000

予算計上額 17,008,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 17,008,000

そ の 他 計　画　額 870,000

予算計上額 870,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 5,658,000

予算計上額 5,658,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成20年老人保健法が廃止され新たに高齢者の医療の確保に関する法律が制定され、今まで市町村が実施してきた基本健康診査に変わり、特定健康診査として40～74歳を対象に、各医療保険者が健診と保健指導を実施することが義務付けされ
た。同時実施していた生活機能評価は平成21年度で廃止とした。一般健康診査として平成23年度までは35～39歳を対象に実施していたが、平成24年度からは20～39歳と対象を拡大して実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

糖尿病等の生活習慣病有病者・予備群を減少させ、早世予防と健康寿命の延伸、医療費や介護費用など社会保障費の抑
制を図る。

砂川市特定健康診査等実施計画に基づいて実施。砂川市の独自施策として、腎機能検査、心電図、眼底、貧血検査を全
員に追加実施している。また、特定健診の対象外である20～39歳についても受診できる体制としている。受診者の利便
性を考え、胃・肺・大腸・前立腺・乳がん・子宮頚がん検診も同時実施し、集団健診ではピロリ菌検査やエキノコック
ス症検診も同時に受診が可能な体制としている。健診結果については、特定保健指導対象者に限らず、経年優良者を除
きすべての者に結果説明を実施し、医療受診の勧奨や継続支援を実施している。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特定健康診査の対象者となる40～75歳未満の砂川市国民健康保険加入者及び、20～39歳の砂川市国民健康保険加入者
健診後の保健指導が定着し、健診結果の理解を深め、自身の生活習慣と結び付けて考え主体的に生活の改善に取り組む
市民が増えることにより、生活習慣病の早期予防、重症化予防が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特定健康診査及び特定保健指導事業 平成20年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0 60.0

実績値確定48.3暫定42.4 確定52.0暫定44.4 暫定51.4

計画値 40.0 40.0 40.0 39.0 39.0 38.0 38.0 38.0 38.0

実績値 37.2 39.3 40.2

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の感
染対策を行いな
がら、集団健診
を実施した。集
団健診では、尿
検査での推定1
日食塩摂取量測
定を取り入れた
ことで、受診者
が自身の塩分摂
取状況を振り返
りながら、減塩
についての保健
指導・栄養指導
を行うことがで
きた。未受診者
勧奨の時間確保
が困難であり、
前年度受診率よ
り３％の減と
なったため、短
時間でも受診勧
奨できるよう、
準備や工夫を
行っていく必要
がある。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の感
染対策を行いな
がら、集団健診
を実施し、推定
1日食塩摂取量
測定を継続して
実施すること
で、受診者が自
身の塩分摂取状
況を前年度との
違いについて振
り返り、減塩に
ついての保健指
導・栄養指導を
行うことができ
た。未受診者勧
奨の時間確保が
困難であり、R2
年度確定値受診
率51.7％より
3.4％の減と
なったため、保
険係とも連携を
図りながら受診
勧奨できるよ
う、準備や工夫
を行っていく必
要がある。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の行
動制限が緩和さ
れ受診控えがな
くなり、コロナ
ワクチン接種に
係る業務の減少
により、健診受
診勧奨の時間確
保がされてきて
いるため、現時
点での受診率も
上昇してきてい
る。それと共
に、重症化予防
対象者も増えて
きていることか
ら、内臓脂肪を
基盤とし血管内
皮障害を進行さ
せないよう保健
指導・栄養指導
に取り組んでい
く必要がある。

判断理由：
コロナ禍前まで
の特定健診受診
率は54.7％まで
上がっていた
が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽのまん延によ
る健診や医療機
関の受診控えも
あり、ここ数年
受診率が減少し
ている。また、
新型コロナワク
チン接種業務の
増大で、未受診
者への受診勧奨
の時間確保が困
難であった。し
かし、R5年度が
臨時接種最終年
度となることか
ら、特定健診未
受診者対策を最
優先課題として
取り組み、前年
度受診率の維
持・向上を目標
としていくこと
とし、普通であ
るとした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
健診受診者については、保健指導・栄養指導を行いながら、治療を
要するものには連絡票を活用して医療機関へ紹介し、医師から指示
をもらい、その後の支援に活用している。また、生活習慣の改善評
価や現状を正しく知るために二次健診やセンターでの簡易検査を活
用して、受診者のからだの状態を一緒に確認し、その後の取り組み
への方向性を確認している。毎年の健診で自分自身の健康状態を正
しく評価し、生活習慣病を予防していく方が増えるよう、特定健診
の受診率を向上させていくことが重要であることから、現状のまま
継続と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

60.0

成果指標１
（単位/％）

39.0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：重症化予防対象者の割合 指標の求め方：重症化予防対象者の人数/健診受診者数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：健診受診率 指標の求め方：受診者数/特定健診対象者数×100



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

494,000 494,000 494,000 1,482,000 421,000 421,000 1,263,000 421,000 421,000 421,000 421,000 1,684,000 4,429,000

421,000 421,000 421,000 1,263,000 421,000 0 1,684,000

85,800 30,300 23,550 139,650 0 0 139,650

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

494,000 494,000 494,000 1,482,000 421,000 421,000 1,263,000 421,000 421,000 421,000 421,000 1,684,000 4,429,000

421,000 421,000 421,000 1,263,000 0 0 421,000 0 0 0 0 0 1,684,000

85,800 30,300 23,550 139,650 0 0 0 0 0 0 0 0 139,650

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

二次検査の受診
数が予定よりも
少なかったた
め。

二次検査の受診
数が予定よりも
少なかったた
め。

二次検査の受診
数が予定よりも
少なかったた
め。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

歯周病健診の委
託料分を減額

同額 同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

健診委託料 健診委託料 健診委託料 健診委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 421,000

予算計上額 421,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額 421,000

予算計上額 421,000

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成27年度より、国保ヘルスアップ事業を活用し、国保特定健診受診者のうち重症化予防対象者に対して二次検診を実施する。令和元年度より、歯周病健診を導入する。令和3年度の第7期総合計画の開始に伴い、歯周病健診は糖尿病重症化予
防のための歯周病健診事業として単独事業となる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

心臓病、脳血管疾患、慢性腎臓病等の血管障害を予防可能な段階で発見し、市民の健康増進につなげ、医療費の高騰を
防ぐ。

市立病院と連携し、上記対象者に対して75g糖負荷検査（インスリン測定により、HOMA-R（インスリン抵抗性）やI.I
（インスリン分泌能）を算出）、頸部超音波検査（大血管変化）を実施する。またふれあいセンターにて微量アルブミ
ン尿（細小血管変化）検査を実施する。それらの結果をもとに、改善のための保健指導を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

国保特定健康診査・一般健康診査受診者のうち、メタボリックシンドローム該当者・高血圧者・高血糖者等血管内皮障
害を起こす危険性の高い者を優先。

血管障害を予防可能な段階で発見することができる。また、自覚症状のない体の変化を自覚することができ、生活習慣
改善への動機づけが可能となり、市民の健康増進が図られる。ひいては、中長期的に医療費適正化、早世予防、障害予
防につながる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 生活習慣病ハイリスク者健診事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 15.0 15.0 15.0 15 15 15 15 15 15

実績値 13.3 5.7 3.4

計画値 100.0 100.0 100.0 100 100 100 100 100 100

実績値 100.0 100.0 100.0

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
頚部エコー検査
を受けた12人
中、6人
(50.0％)にプ
ラークがあり、
その内メタボ該
当ではない4人
全てが、LDLコ
レステロール高
値であった。メ
タボだけではな
く、動脈硬化の
リスクとなる者
にも保健・栄養
指導が必要であ
る。糖負荷検査
は3人受け、1人
にインスリン初
期分泌低下が見
られ、インスリ
ン分泌状況に応
じた糖尿病予防
のための指導を
行った。二次検
査が、生活習慣
改善の動機づけ
となるよう、今
後も積極的に勧
奨していく。

自己分析：
頸部エコー検査
を受けた6人の5
割にプラークが
発見された。メ
タボの該当がな
くてもプラーク
所見を有する者
全員に、LDLコ
レステロールや
中性脂肪が高値
であった。ま
た、糖負荷試験
の実施者はいな
かったが、今後
も必要な方に二
次健診を実施
し、自身のから
だの現状を確認
し、血管内皮障
害や糖尿病及び
糖尿病性腎症を
予防するための
生活習慣改善の
動機づけとなる
よう、保健指導
や栄養指導を丁
寧に行ってい
く。

自己分析：
頚部エコー検査
を受けた3人全
員にプラークが
発見された。メ
タボの該当がな
くてもプラーク
所見を有する者
はLDLコレステ
ロールのみ高値
であった。ま
た、糖負荷試験
の実施者は１人
で、インスリン
抵抗性が見ら
れ、インスリン
分泌状況に応じ
た糖尿病予防の
ための指導を
行った。二次検
査が、生活習慣
改善の動機づけ
となるよう、今
後も積極的に勧
奨していく。

判断理由：
活動指標は達成
できていない
が、成果指標は
達成できてお
り、血管障害を
予防可能な段階
で発見し、生活
習慣改善の動機
づけにつながっ
ていることか
ら、普通である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
自覚症状のない生活習慣病が自身のからだにおいてどのような状態
になっているかを、二次健診や簡易検査などを行いからだの中のイ
メージを持ってもらう。その具体的なイメージを持つことで、自身
の生活の振り返りや今後の生活改善への動機づけができ、保健指
導・栄養指導をとおしてより良い状態になれるよう支援していく必
要があるため、現状のまま継続と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

15

成果指標１
（単位/％）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：保健指導実施率 指標の求め方：保健指導実施者数/二次検査受診者数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：二次検査受診率 指標の求め方：二次検査受診数/重症化予防対象者数（治療なし）×100



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

84,000 84,000 84,000 252,000 90,000 90,000 270,000 90,000 90,000 90,000 90,000 360,000 882,000

84,000 84,000 86,000 254,000 90,000 0 344,000

84,000 73,000 84,000 241,000 0 0 241,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

44,000 44,000 44,000 132,000 45,000 45,000 135,000 45,000 45,000 45,000 45,000 180,000 447,000

44,000 44,000 44,000 132,000 45,000 0 177,000

43,416 54,416 43,416 141,248 0 0 141,248

128,000 128,000 128,000 384,000 135,000 135,000 405,000 135,000 135,000 135,000 135,000 540,000 1,329,000

128,000 128,000 130,000 386,000 0 0 135,000 0 0 0 0 0 521,000

127,416 127,416 127,416 382,248 0 0 0 0 0 0 0 0 382,248

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

ほぼ同額 ほぼ同額 ほぼ同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

成人・高齢者訪
問指導事業と健
康相談開催事業
を統合したため
新たな予算とな
る。

同額 道の補助予定額
が増えた

会計年度任用職
員の給与増によ
る増額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

会計年度任用職
員報酬

会計年度任用職
員報酬

会計年度任用職
員報酬

会計年度任用職
員報酬

事 業 費 合 計 計　画　額 135,000

予算計上額 135,000

予算計上額 45,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 45,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 90,000

予算計上額 90,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

令和3年から成人・高齢者訪問指導事業と健康相談開催事業を統合し、個別保健指導事業として実施。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

栄養の改善、その他生活習慣の改善等に関する個々の相談に応じ、必要な栄養指導、保健指導を行い、市民の健康増進
を図る。

本人、家族等からの相談や、特定健診等の各種保健事業実施に伴う情報、その他医療機関等の関係機関からの情報に基
づき、対象者を把握し保健師、管理栄養士等の専門職が、家庭訪問や市民健康栄養相談、随時相談（電話、面接）、各
団体での健康相談（老人クラブ、町内会、企業等）にて相談、指導を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
個々の相談に応じ、必要な保健指導を行うことで、個々人が自身の健康管理をできるようになり、健康の保持増進がで
きる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 個別保健指導事業 令和２年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 14 14 14 14 14 14 14 14 14

実績値 14 14 14

計画値 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

実績値 1,872 1,941 2,113

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
新型コロナワク
チン接種事業に
大幅に業務時間
が費やされ、訪
問件数が減少し
た。
また新型コロナ
ウイルス感染拡
大防止により市
民健康栄養相談
や老人クラブ・
町内会での健康
相談も中止さ
れ、相談件数が
減少した。
今後は訪問件数
や健康相談数を
増やしていける
よう業務改善し
ていく必要があ
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルスによる行動
制限が緩和さ
れ、昨年よりも
訪問、相談件数
が増えた。しか
し、新型コロナ
ワクチン接種事
業に大幅に業務
時間が費やされ
ている状況が続
いており、コロ
ナ前の実施数よ
り少ない状況に
ある。
今後も訪問件数
や健康相談数を
増やしていける
よう業務改善し
ていく必要があ
る。

自己分析：
新型コロナワク
チン接種事業の
業務時間が減
り、訪問時間が
確保され、実施
件数が増えた。
また、新型コロ
ナウイルス感染
症による行動制
限が緩和され、
町内会や老人ク
ラブの健康相談
数も増えた。
今後も地域活動
の時間を確保
し、健診受診勧
奨訪問や健診受
診後の保健指導
訪問、町内会や
老人クラブ等の
健康相談を実施
していく。

判断理由：
コロナ禍の影響
により、市民健
康栄養相談や老
人クラブや町内
会での回数が減
少し健康相談数
がへったが、令
和4年度は行動
制限が緩和さ
れ、健康相談の
回数が増えた。
令和5年度も新
型コロナワクチ
ン接種事業の業
務は続いている
が、訪問時間・
件数を確保する
ために業務改善
し、令和5年度
は実施数が増え
ると見込み普通
であると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
新型コロナウイルスによる行動制限も緩和され、町内会活動や老人
クラブの実施回数が増え健康相談数が増えると見込んだ。また新型
コロナワクチン接種事業に大幅に業務時間を費やされているが、会
計年度職員や管理栄養士等の協力も得ながら訪問時間・件数を確保
できる体制としたため現状のまま継続していく。

R8：

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

14

成果指標１
（単位/人）

3,100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：個別保健指導、栄養指導を実施した延べ人数指標の求め方：個別面接、電話相談、市民健康栄養相談、老人クラブ、町内会、特定健康相談、その他相談、成人・高齢者家庭訪問の延べ人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業に携わる専門職の人数 指標の求め方：保健師、管理栄養士、栄養士、看護師等の専門職の人数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

60,000 60,000 84,000 204,000 0 0 204,000

60,000 60,000 60,000 180,000 0 0 180,000

15,000 30,000 9,000 54,000 0 0 54,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 60,000 60,000 180,000 60,000 60,000 60,000 60,000 240,000 420,000

0 60,000 0 60,000

0 0 0 0

60,000 60,000 84,000 204,000 60,000 60,000 180,000 60,000 60,000 60,000 60,000 240,000 624,000

60,000 60,000 60,000 180,000 0 0 60,000 0 0 0 0 0 240,000

15,000 30,000 9,000 54,000 0 0 0 0 0 0 0 0 54,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

受診数が予定よ
りも少なかった
ため。

受診数が予定よ
りも少なかった
ため。

受診数が予定よ
りも少なかった
ため。

前年度予算と
の比較

（増減理由）
—

同額 同額 同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

健診委託料 健診委託料 健診委託料 健診委託料

事 業 費 合 計 計　画　額 60,000

予算計上額 60,000

予算計上額 60,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 60,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

歯周病を予防することは健康な身体づくりには欠かせないものであり、高齢者においてもフレイル予防のために重要で
ある。特に糖尿病による高血糖や虚血は、生体の防衛機能を低下させ、歯周病の憎悪につながり、結果歯の喪失につな
がる。また、歯周病による慢性の炎症があることで、血糖をコントロールするインスリンの働きを妨げるたんぱく質が
増えることがわかっており、糖尿病の悪化にもつながる。そのため、歯周病を予防することによって、口腔機能の維持
や糖尿病の重症化につなげていく。

特定健診受診後（情報提供後）の上記対象者に対して、二次検査として受診票を発行し、歯周病健診を勧奨する。
歯周病健診は砂川歯科医会に委託して実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特定健診受診者（情報提供含む）でHbA1c6.5％以上の者（糖尿病管理台帳の対象者）
高血糖者の歯周病を予防し、全身状態を良好に保つことで、糖尿病の重症化予防を図る。また、重症化を予防すること
により医療費抑制効果が期待される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 糖尿病重症化予防のための歯周病健診事業 平成31年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 3.0 3.0 3.0 3.5 3.5 4.0 4.0 4.0 4.0

実績値 3.3 5.6 1.5

計画値 25.0 25.0 25.0 26.0 26.0 27.0 27.0 27.0 27.0

実績値 31.1 35.1 32.5

達成されている

上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
健診結果説明会
などでの勧奨と
未受診者に勧奨
し、5人が受診
した。健診結果
は、未処置歯は
ないものの、全
員に平均4.8本
の喪失歯があっ
た。また、歯周
ポケットは全員
にあり、出血は
3人に見られて
いた。歯周病
は、血糖コント
ロールとも密接
な関係にあるた
め、未治療者や
定期受診のない
方に積極的に勧
奨していく必要
がある。

自己分析：
健診結果説明会
や個別通知で未
受診者に勧奨
し、10人が受診
した。健診結果
は、未処置歯は
1人に5本あり、
喪失歯は8人に
あり平均8.6本
であった。ま
た、歯周ポケッ
トは8人にあ
り、出血は4人
に見られた。歯
周病は、血糖コ
ントロールとも
密接な関係にあ
るため、歯科医
院での未治療者
や定期受診のな
い方に積極的に
勧奨していく必
要がある。

自己分析：
健診結果説明会
などで歯科未受
診者に歯周病健
診の受診勧奨を
したが、歯科受
診者も多く、3
人のみの受診と
なった。
健診結果は、未
処置歯は1人に6
本あり、喪失歯
は3人にあり平
均7.0本であっ
た。また、歯周
ポケットは2人
にあり、出血も
2人に見られ
た。歯周病は、
血糖コントロー
ルとも密接な関
係にあるため、
歯科医院での未
治療者や定期受
診のない方に積
極的に勧奨して
いく必要があ
る。

判断理由：
活動指標、成果
指標ともに計画
値を達成してい
る。歯周病改善
は、血糖コント
ロールに有効で
あり、健診を実
施することは歯
科医院での未治
療者や定期受診
のない方に受診
する機会とな
り、口腔衛生を
良好な状態に保
つ機会が持てて
いると考え、良
好であると判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
歯周病を改善することにより、血糖コントロール状態を改善するこ
とにもつながるため、歯科医院での必要な治療や歯科指導を受ける
機会が持てるよう、今後も歯科未治療者や定期受診のない方に、事
業を継続し積極的に勧奨していく必要があると考え現状のまま継続
と判断した。

R8：

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

3.5

成果指標１
（単位/％）

26.0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：糖尿病コントロール良好者の割合 指標の求め方：HbA1c6.5未満の人数/糖尿病管理台帳の人数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：受診率 指標の求め方：歯周病健診受診数/糖尿病管理台帳の人数（HbA1c6.5％以上）×100



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,330,000 3,330,000 3,330,000 9,990,000 4,162,000 4,162,000 12,486,000 4,162,000 4,162,000 4,162,000 4,162,000 16,648,000 39,124,000

3,330,000 3,599,000 4,000,000 10,929,000 4,102,000 0 15,031,000

3,074,314 3,587,046 3,508,338 10,169,698 0 0 10,169,698

95,000 95,000 95,000 285,000 179,000 179,000 537,000 179,000 179,000 179,000 179,000 716,000 1,538,000

95,000 144,000 216,000 455,000 239,000 0 694,000

71,473 141,994 202,352 415,819 0 0 415,819

3,425,000 3,425,000 3,425,000 10,275,000 4,341,000 4,341,000 13,023,000 4,341,000 4,341,000 4,341,000 4,341,000 17,364,000 40,662,000

3,425,000 3,743,000 4,216,000 11,384,000 0 0 4,341,000 0 0 0 0 0 15,725,000

3,145,787 3,729,040 3,710,690 10,585,517 0 0 0 0 0 0 0 0 10,585,517

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナワク
チン接種実施の
ため集団健診が
実施できず受診
数が減少した。

集団健診の受診
数が増え増額と
なった。

健診対象者数が
減り昨年より受
診数が減少し
た。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

集団健診による
受診増を見込み
増額とした。

委託機関の単価
の増額により予
算増となった。

健診受診増を見
込み増額とし
た。

健診受診増を見
込み増額とし
た。

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料
消耗品費
通信運搬費

委託料
消耗品費
通信運搬費

委託料
消耗品費
通信運搬費

委託料
消耗品費
通信運搬費

事 業 費 合 計 計　画　額 4,341,000

予算計上額 4,341,000

予算計上額 239,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 179,000

そ の 他 計　画　額 4,162,000

予算計上額 4,102,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

医療制度改革により、平成20年度より後期高齢者医療制度が創設された。同時に、健診体制も大きく変更となり、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、各医療保険者が実施義務を負うこととなった。
後期高齢者の健診については、北海道後期高齢者医療広域連合の事業となり、各市町村は北海道後期高齢者医療広域連合の受託を受けて後期高齢者の健診を行うこととなった。
平成24年度まで生活機能評価を同時実施していたが、25年度には廃止とした。また国保特定健診から継続した健康管理ができるよう健診項目の見直しを行った。
令和2年7月より、北海道後期高齢者医療広域連合より委託を受けて、高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業を行う。令和3年より北海道対がん協会に委託しがん検診と同時実施できる体制をつくる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

糖尿病等の生活習慣病の予防と早期発見を図り、もって後期高齢者の健康の保持増進に寄与する。

北海道後期高齢者医療広域連合からの受託事業として実施。健診は個別健診として通年で受診できる体制とがん検診と
同時に受診できる集団検診での体制とする。申込みはふれあいセンター、個別健診は空知医師会砂川部会に委託し、市
内５医療機関で実施。集団健診はJA北海道厚生連、北海道対がん協会に委託。健診結果通知はふれあいセンターから行
うが、集団健診については委託した団体が実施。健診内容は基本項目（身体計測・血圧・診察・脂質・肝機能・血糖・
尿検査）に砂川市独自の検査項目（貧血・腎機能・心電図）を追加し、国保特定健診から継続して健康管理ができる体
制とする。必要に応じて、保健指導にもつなげていく。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

後期高齢者医療保険加入者 糖尿病等の生活習慣病の予防と早期発見を図り、もって後期高齢者の健康の保持増進に寄与する。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 後期高齢者健康診査受託事業 平成20年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－5－1 ふれあいセンター健康増進係
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指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 11.0 11.0 11.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0

実績値 11.55 13.65 13.89

計画値 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0

実績値 15.4 18.8 14.7

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
受診率は計画値
に達成してい
る。国民健康保
険から後期高齢
者医療保険に移
行しても健診受
診継続者が少し
ずつ増えてきて
いると考える。
しかし全道順位
は前年度より下
がっているた
め、引き続き受
診率向上に向け
て検討していく
必要がある。
また健診受診者
の重症化予防対
象者全員に保健
指導を実施し、
生活習慣病や運
動機能が低下し
ないよう支援す
るとともに後期
高齢者医療保険
の医療費削減と
なるよう取り組
んでいく。

自己分析：
がん検診と同時
実施できる集団
健診を実施した
事で受診率が伸
びた。また国民
健康保険から後
期高齢者医療保
険に移行しても
健診を継続する
意識を持つ方が
増えてきている
と考える。ひき
続き受診率向上
に向けて対策を
検討していく。
また健診受診者
の重症化予防対
象者全員に保健
指導を実施し、
生活習慣病や運
動機能が低下し
ないよう支援す
るとともに後期
高齢者医療保険
の医療費削減と
なるよう取り組
んでいく。

自己分析：
昨年に引き続き
集団健診を実施
した事で、受診
率増につなげる
ことができた。
しかし予定より
も多く集団健診
希望者がおり、
希望に添えず個
別健診につなげ
た方もいたの
で、集団健診日
数を増やし対応
していく必要が
ある。また、高
齢者の健康状態
の悪化を防ぐた
めに、国保の時
から継続的に重
症化予防対象者
に支援していく
ことが必要であ
る。
高齢者の特徴や
健康状態を考慮
し、より優先度
の高い対象者に
保健指導を実施
した。

判断理由：
国民健康保険か
ら後期高齢者医
療保険に移行し
ても健診を継続
する意識をもつ
方が増えてい
る。また特定健
診と同様に後期
高齢者健診にお
いても集団健診
を開催し、受診
数を増やすこと
ができた。その
ため良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 拡大

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
受診率が年々増え、北海道の平均13.3%に近づいている。目標の20%
達成のために健診体制を整備することが必要であるため拡大と判断
した。また国民健康保険加入時から健診受診後の保健指導を徹底
し、後期高齢者になっても健診を受診する意識を継続できるよう今
後も支援していく必要がある。生活習慣病等やフレイルの重症化予
防を図るために、健診受診の必要性を今後も周知し、各種健康教育
の場で、後期高齢者の医療費の実態やフレイルについての情報提供
をしていく必要がある。

R8：

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

13.0

成果指標１
（単位/％）

20.0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：重症化予防対象者の割合 指標の求め方：重症化予防対象者の人数/健診受診者数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：健診受診率 指標の求め方：健診受診者数/健診対象者×100


